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注記事項 

 

 重要な会計方針 

当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令

和 4年 8月 31日改訂）及び「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に

関するＱ＆Ａ【公営企業型版】」（令和6年3月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準等」という。）

のうち、収益認識に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１. 運営費負担金収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

ただし、長期借入金の元金利息償還金に要する経費等については、費用進行基準を採用しており

ます。 

 

２. 減価償却の会計処理方法 

（1） 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。      

建物 15年～39年 

構築物 10年～45年 

器械備品 2年～15年 

（2） 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年）に基づいてお

ります。 

（3） リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３. 貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

４. 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（7 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用計上することとし

ております。 

 

５. 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員に対して支給する退職慰労金に備えるため、役員退職手当規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 
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６．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1） 満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 

 

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（1） 医薬品    最終仕入原価法に基づく低価法 

（2） 診療材料   最終仕入原価法に基づく低価法 

 

８．収益及び費用の計上基準 

診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診療費）であ

り、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務

は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識しておりま

す。 

 

９．リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

10．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費税等は長期前払費用に計上し、20 年間で均等償却しております。 

                    

 キャッシュ・フロー計算書関係 

１. 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 7,320,461,300円 

現金及び預金勘定のうち定期預金 ▲2,000,000,000円 

資金期末残高  5,320,461,300円 

２. 重要な非資金取引 

固定資産の除売却等 18,558,190円 

  

 

 行政コスト計算書関係 

１. 公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                        10,490,574,866円 

自己収入等 ▲9,042,981,871円 

機会費用 39,430,481円 

公営企業型地方独立行政法人の業務運営に関して 

住民等の負担に帰せられるコスト 

1,487,023,476円 

（内数）減価償却充当補助金 31,258,754円 

 

２. 機会費用の計上方法 

 （1）地方公共団体出資から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

   10年利付き国債の令和7年3月末における利回りを参考に 1.497％で計算しております。 
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 固定資産の減損関係 

１. 固定資産のグルーピング方法 

当法人は単独の病院のみを運営しているため、全体で 1つの資産グループとしております。 

 

２. 共用資産の概要及び減損の兆候の把握等における取扱方法 

当法人は単独の病院のみを運営しているため、共用資産はありません。 

 

３. 減損の兆候が認められた固定資産 

（1） 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

（単位：円） 

No 用途 種類 場所 帳簿価額 

1 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2172-1 27,407,915 

2 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2172-2 220,870 

3 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2185-1 6,203,025 

4 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2178 5,410,000 

5 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2179-1 5,460,000 

6 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2182 1,070,000 

7 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2290-2 1,130,000 

8 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2170-3 100,000 

9 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2277-2 60,000 

10 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2177-2 50,000 

11 旧玉名地域保健医療センター跡地 土地 玉名市玉名 2295-2 14,144 

 合   計 47,125,954 

 

（2） 認められた減損の兆候の概要 

上表のうち、No1-11について、旧玉名地域保健医療センター跡地は今後の具体的な利用計画が

ないため、減損の兆候を認めております。 

 

(3) 減損損失の認識に至らなかった理由 

近傍の公示地価を参考に算出した回収可能価額と帳簿価額が近似しているため、減損損失を認

識しておりません。 

 

 

 金融商品関係 

１. 金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、また、資金調達に

ついては、玉名市玉東町病院設立組合からの借入れに限定しております。 

未収金は、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度末日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

です。なお、現金は注記を省略しており、預金、医業未収金、未収入金及び未払金は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 
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  （単位：円） 

（※1）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

（※2）一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。 

 

（注1）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

三つのレベルに分類しております。 

    レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

投資有価証券及び有価証券 

地方債は取引先金融機関から提示された価格を用いて評価しております。これらは市場での取

引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類してお

ります。 

 

長期借入金 

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

をもとに、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

３. 長期借入金の事業年度末日後の返済予定額 

 （単位：円） 

 1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

長期借入金 847,971,042 2,509,601,950 2,658,121,075 8,389,707,375 

 貸借対照表計上額 

（※1） 

時価 

（※1） 

差額 

 

(1)投資有価証券及び有価証券 

(2)長期借入金(※2) 

2,263,113,346  

（14,405,401,442） 

2,083,842,390  

(12,482,387,903) 

▲179,270,956  

（▲1,923,013,539）         
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 退職給付関係 

１. 採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。   

当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

 

２. 確定給付制度  

（1） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 2,499,998,772円 

勤務費用 206,108,247円 

利息費用 9,999,995円 

数理計算上の差異の当期発生額 ▲533,887,256円 

退職給付の支払額 ▲183,884,354円 

期末における退職給付債務 1,998,335,404円 

 

(2) 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

非積立型制度の未積立退職給付債務 1,998,335,404円 

未認識数理計算上の差異 403,208,499円 

退職給付引当金 2,401,543,903円 

 

(3) 退職給付に関連する損益 

勤務費用 206,108,247円 

利息費用 9,999,995円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 ▲1,044,600円 

合計 217,152,842円 

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

割引率 2.1％ 

 

 オペレーティング・リース取引関係 

１年以内のリース期間に係る未経過リース料 8,417,112円 

１年を超えるリース期間に係る未経過リース料 - 円 

               合  計 8,417,112円 

 

Ⅷ．賃貸等不動産関係 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

 

Ⅸ．資産除去債務関係 

１. 資産除去債務の概要 

当法人所有の建物について、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく分別解体・

再資源化に係る義務、石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去に係る義務、及び、

フロン排出抑制法に基づく建物のフロン除去に係る義務について資産除去債務を計上しております。 

 

２. 資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を建物の耐用年数を参考に 29 年間と見積り、割引率は 0％～0.709％を使用して資

産除去債務の金額を計算しております。 
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３. 当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

期首残高 59,982,103円 

時の経過による調整額 425,273円 

期末残高 60,407,376円 

 

Ⅹ．重要な債務負担行為 

当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払いが発生する重要なものは、ありませ

ん。 

 

 

 


